
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2020年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 POSSE

1 事業の成果

新型コロナウイルス感染症の感染拡大が多くの人々の生活に影響を及ぼすなか、相談事業や情報発信

を通じて人々の生活や権利を守るための取組に注力した。技能実習生や留学生など、多くの外国人から

も相談が寄せられ、ボランティアの力を活かしながら支援活動を継続した。

活動を通じて大学生を中心に約 200名 のボランティアが活動に参加し、制度申請の同行支援、相談集

計、SNSを通じた情報発信等において大きな役割を果たした。こうした点が評価され、エクセレントNPO

大賞を受賞することができた。

若者の法律制度の活用を支援する事業として、電話・メール等による相談受付の体制を強化した結果、

年間 3,000件以上の相談が寄せられた。前年度に創設した外国人労働サポー トセンターの相談窓口を広

く周知し、相談件数を飛躍的に増加させることができた。

若者に労働情報を提供する事業としては、高校・大学における労働法教育事業を継続するとともに、イ

ンターネットや SNSを通じて労働法や支援制度に関する情報を広く周知した。

調査研究及び情報発信する事業として、雑誌『POSSE』 第 45号から第 47号を発行し、労働・貧困に関

する社会情勢の最新動向を発信した。また、WEB上の記事や映像の配信、オンラインイベントや記者会

見の開催によつて、現場の実態や課題を広く発信した。さらに、新たに LGBTQの労働問題への取組を

開始し、情報発信を通じて社会的関心を高めた。

社会の労働条件改善に向けた他団体と協同しての情報交換や交流事業として、ブラック企業対策プロジ

ェクトヘの運営参画、大人食堂の共同開催など、多様な分野の支援団体と協同・連携した。

地域社会における協同の促進や災害復興支援に取り組む事業として、埼玉県内に暮らすクル ド人の生活

相談や学習支援の取組を開始した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【30442】 千円)

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数
ぜ豪薯
範囲
ぜ豪碧
人数

事業費

若者の
活用を
業

法律制度の
支援する事

電話、電子メー
ルによる労働
相談・生活相談
の受付

通年
法人事務

所等
20名 相談者 3,000名 19161

若者に労働情報を
提供する事業

労働法教育出
張授業

通年
法人事務

所等
10名

大 学 生 。高校
生 。中学生 。教
育関係者

1,000名 896



調査研究及び政策
提言する事業

通年
法人事務

所等
20名 一般市民 不特定多数 3173

雑誌『 POSSE』
の発行

年 3回
法人事務

所等
5名 一般市民

一般市民
不特定多数

7212

社会の労働条件改
善に向けた他団体
と協同しての情報
交換や交流事業

ブラック企業
対策プロジェ
ク トの運営参
画

通年

東京都・

宮城県の

施設等

20名 一般市民
一般市民
不特定多数

0

ブラック企業
被害弁護団と
の協働

通年

東京都・

宮城県の

施設等

20名 一般市民
一般市民
不特定多数

0

総合サポー ト
ユニオンとの
連携

通年

東京都・

宮城県の

施設等

20名 一般市民
一般市民
不特定多数

0

地域社会にお
協同の促進や
復興支援に取
む事業

ける
災害
り組

クル ド人を対
象とする生活
相談。学習支援

2020

4F.10

月～

埼玉県内 20名
国内で生活する

クル ド人
100人 0

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 1897 】千円)
定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費

事務所の貸出

事業
事務所の一部有償貸出し 通年 法人事務所 1名 1897



書式第 14号 (法第 28条関係)

2020年度 活動計算書 (その他事業が墨 場合)
事 業 報 告 用

その ;彙
‖ 日 合計

1.4:|.000 1,41C000

■01■ 213

20,010,007 aO,0:9,691

2.|フ3,000 ,,71p.甕
"

■1_受取利息

受取助威金

受取寄附金

口査研究及び政策提書する事彙

事審所の貸出事彙

正会長受取会費

賛助会員受取会費

4,731.200

2,αЮ,022 2,00● :“ロ

12.677.000

:7,704.“| 1.007.1000 :■ 661,450

(1)

給料手当

役員報酬

決定福利費

福利厚生費

消耗品費

会議費

交腋費

通信運搬費

旅費交通費

新聞回書費

広告宣伝費

荷遺運賃

水道光熱費

地代家賛

保険将

外注費

支払手歓科

支払■日

販売手欧料

減価償却費

売上原饉

消耗品費

会議費

通信運搬費

旅費交通費

広告宣伝費

水道光熱費

地代蒙賛

保険料

支払手数料

諸会費

減価償却費

役員●目

給料手当

退職綸付費用

福利厚生■

2,21,7722.221.フフ2

1."■ 000 34.560.271

彙 ● ■ ● 【Al― 【B】 ・ ・ ①

655.021
-566 02`

620.072

_上堅壺聖

4.175.:7



書式第 15号 (法第 28条関係)

2020年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  POSSE

金   饉 小計・ 合計科 目

6,926,101

6,926,101

3,58町 135

3,588,135

2,609,065

2,609,065

797,781

(1)

〈2)

A の

1

硯金預金

(2〉

棚卸資産

1)

敷金

《3)

(3)売上債権

売掛金

(4)その他魔助資庄

未収金

前払費用
:短期貸付金

什器備品

減価償却累計額

245,781

302,000

250,000

13.021,002

■|:■二::

2,237,514
-841,810

1,395,704

650,000

650,000

::=二「 2,045,704

15,966,786【A】 資 産 合 計 ①+②

552,072

3,181,483

505,214

4,210,219

142,221

298,403

142,000

9,031:61

(1)買掛金

(2)未払金

(3)未払費用

(4)前受金

(5)預 り金

(6)仮受金

(7)未払法人税等

長期借入金

退職給付引当金

2,060,000

0

0,03tr112

2,060,000

:,■■tti 21:06● 0∞
11.00i:・ 612

369,242

4,505,932

4.875.174正 職 財 産 合 計

15,966,786【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



2020年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人

1重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
NPO法 人会計基準協議会)によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によつています。

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2.事業別損益の状況
事業別損益の状況は以下の通りです。

事 業 報 告 用

POSSE

=饉
常収盤

1.受取会費等
正会員受取会費

賛助会員受取会費

2.受取寄付金等

受取寄付金

3.受取助成金等

受取助成金

4.事業収益

5。 その他収益

受取利忠

雑収益

饉常収菫計

■ 1聞日腱用

(1) 人伸口|

給料手当

法定福利費

福利厚生費
人伸費計

o悧 HE費
消耗品費

会議費

交際費

通信運搬費

旅費交通費

新聞図書費

広告宣伝費

荷造運賃

水道光熱費

地代家賃

保険料

外注費

支払手数料

支払報酬

諸会費

販売手数料

減価償却費

売上原価

840,429

51,《 X)2

0

541,081

561,031

143,034

01,3(〕0

0

142,956

724,800

7,600

0

2,075,726

1,414,705

0

0

237,886

0

002

5,298

74,043

181

1,9(Ю

0

428,107

0

0

0

161,377

0

76,639

15,894

1,080

222,129

96,120

10,643

99.432

199,653

107,217

543,600

5,700

4,335,224

1,341,068

71,137

0

1,587,612

13,587

1,339,079

0

0

0

0

0

0

0

0

85,000

0

0

0

0

2“1012

1′

"Я"15コ0

“

剛曖

“a鴨1翻D01

1″印‖●

0

1コ7βl12

412田 D

■151J闘腱

381,494

10,596

0

148,088

3,596

0

128,080

71

10,αЮ

0

9,060

0

1"nl“
昭lm
l■

"0鵬」
“

1

1BIり |“15

1艶・■
"コ

“

腱

1"暉腱

暉塑M田

a'

その他の事業特定非営利活動に係る事業

合計科  目 若者の法律制度

の活用を支援す

る事業

若者に労働情報

を提供する事業
調査研究及び政

策提言する事業

事務所の貸出事

業

事彙

“

円計 管理部門

7,185,796

860,000

0

742,000

674,000

“

1"10

コp10」

"77″

"Я
口|

■Ⅱ口腱"

7犠口0

“

l印ロ

1,427,422

15,986,697

0

5,αЮ

3,173,000

4,736,299

2,OЮ O,OЮ0

0 1■曖謝睦

lol"』07

7脚0"

卸Ⅱ口
"

ａ
）

（Ｕ

ａ

）

ロロD 0"
"■"∞

日旧Dl■10 動

“

Dlβ10 倒■諄

“

17β」■110

1lЯ口層
"■E綱崚
御■‖

11謝

"ヨ
Ю

躙E綱曖

劇■眸

11,607,500

745,080

6,544

4,480

300,000

13,442

0

11ロロワ|つ

"
０

） 12""|コ鮨1“田■1“ 綱 D ‖a″瞼
０

）
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経常費用計
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3.使途等が制約された寄付等の内訳
使途等が制約された寄付等の内訳は以下の通りです。

※C沖lP印モについては、その性格から、受取助威金ではなく受取寄附金として計上しています。

4.固定資産の増滅内訳

固定責産の増滅は以下の通りです。

5.借入金の増滅内訳

借入金の増滅は以下の通りです。

6.その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
・事業費と管理費の捜分方法

事業費と管理費に共通する経費は使用割合に基づき按分しています。

備  考内  容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

東京コミュニティ財団

厠EADY FOR

新型コロナウイルス感染

症 :拡大防止活動基金 10.120.∝Ю 10,120.000

新型コロナウイルス感染拡大に伴う、

労働相談・生活相嵌体制の整備

4.300.09フ 4300β 97

外国人性能実習生、留学生等の権利擁護

のためのワンストップ生活相談事業

助威金の総額は5.0∞ 000円。当期増加額との差額

693.303円 は前受金として貸惜対照表に計上してい

ます。日本郵便年賀寄附金

コロナ危機下における外国人労働者の実態に関する

調査及び政策提言Op.n Soci.ty Fuhdetions 2,153,(,(,1〔 ) 2,:53,000

760KXЮ ,00.徊00

:OT技術の活用による

組織運営力の強化に要する機器
公益財団法人倶進会

一般助威

労働相談事集における

w田席談システムの構築オラクル有志の会 500.αЮ 500,0010

500.000 0

労災補償制度に関する当事者支援

及び政策提言事業
中央労金助成

カナエルうFカラ 500.000

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う

相饉対応体制の強化

"Ю
,αЮ 500,000

東京スター銀行

新型コロナウイルス対応

PO寄付プログラム

∞OQЮ
「働く目学生の権利を守ろう」キャンペーン車の根市民基金・ぐらん

車の根市民助成 500.(XЮ

500000 まЮ.αЮ
●

）

労働相談.生活相談、労働法教育事業
公益財団法人総解会館

1∞,αЮ

新型ヨロナウイルス感彙症対策備品購入費車の根市民基金・ぐらん

新型コロナウイルス

感染症対策特別助咸 1∞.000
r大人食堂」開催事業

助威金の総額は040.0∞円。前期及び当期増加額と

の差額557,016円 は前受金として貸借対熙表に計上

しています。

",α"
20.OЮЮダニエルプレイク基金

1.077.0(,11
外目人労費者餞判支援寄附OAMPFRE :ρ

",α
Ю

21■臓Яロ合  計 21メH""

期末帳簿値額減少

…

滅個償却累計額科  目 期首取得債額 取得

2●口
「
14

0日V口Ю

△ 04■810 1月日,■4

“

n“
"

有形固定資産

工具器具備品

投資その他の資産

敷金

353.,44

650000 0

1.378,770

"田
|,4 ▲

“

● 10 錮躙口

“

合  計 1」田島1詔

“

1:口BIコ0

当期返済 ■廂鶴富科  目 期首残高 当期借入

240.000 卸ロロ
"

長期借入金 2.300.αЮ

鋼中m 卸ロロ

"
合  計 鋼自口∞



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2020年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 POSSE

金  額 小  計 合  計科 目

336,076

6,590,025

6,926,101

3,242,200

345,935

3,588,135

379,799

229,266

2,000,000

245。 781

2,854,846

302,000

302,000

250,000

250,000

13,921,032

1,469,224

259,200

509,090
-841,810

1,395,704

`2.045f,04

170,000

650,000

|「
==I・

【A】 資 産 の 部

15,966,786【A】 資 産 合 計 ①+②

552,072

224,572

248,720

1,548,000

62,531

1,097,660

451,064

54,150

1,359,000

2,851,219

142,221

298,403

142,000

9,031,612

9,031,612

2,060,000

2,060,000

':肇
|=|‐‐

:′質:=‐f■ ■ヽ

・:■:■毒菫著

Ⅲ12激欝輔o

[B- 1

11,091,612【B-1】 負 債 合 計 ③+④

4,875,174【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

(1)現金預金

現金

(2)棚卸資産

棚卸資産  雑誌

(3)売上債権

売掛金 雑誌委託販売

クレジットカー ド寄附

笹川平和財団

(4)前払費用

(6)

他団体

(1)有形固定資産
工具器具備品 PC

カメラ

WEB会議システム

(3)投資その他の資産
敷金    東京事務所

仙台事務所
,■■二:

480,000

(1)買掛金  雑誌
(2)未払金

未払金  クレジットカー ド
役員 。事務局員

他団体

電話料金

その他

(3)未払費用 給与
社会保険料

(4)前受金

前受金  事務所貸出金
助成金

(5)預 り金  所得税
(6)仮受金

(7)

2

長期借入金
|■■■:考■‐■

.:j:::ヽお」̈ _^`



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2020年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 POSSE

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
1口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記

入)氏   名

〇・監事
3Y ) )\JV+

2020年  4月

2021年

1日

3月 31日

年 月

日

年 月

日

今野 晴貴

０
４ 〇・監事

ワタナベ ヒロト
2020年 4月

2021年

1日

3月 31日

年 月

日

年 月

日

渡辺 寛人

〇
監事

サカクラ ショウヘイ

2020年 4月

2021年

1日

3月 31日

年 月

月

日

年

日

坂倉 昇平

■
４

⌒

理事。Q雷リ

イケダ イッケイ 2020年  4月

2021年

1日

3月 31日

年 月

日

年 月

日

池田 一慶

監事

ミウラ カオリ 2020年  6月 26日

2021年  3月 31日

年 月

月

日

年

日

三浦 かおり

Ａ

ｖ

監事

ミカモ トサ トミ 2020年  6月 26日

2021年  3月 31日

年 月

月

日

年

日

三家本里実

７

〓 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

年

日

０
０ 理事・監事

年  月

年  月

日

日

年 月

月

日

年

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏   名 住 所 又 は 居 所

浅見 太郎

2 池田 ―慶

3 茨木 哲

4 今野 晴貴

5 坂倉 昇平

6 鈴木 孝佳

7 鈴木 陽介

日 田中 涼―

9 堀越 健太

10 渡辺 寛人
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